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消費税の
インボイス制度
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Ⅰ．適格請求書等保存⽅式（インボイス制度）とは
Ⅱ．売手側として準備すべきこと
Ⅲ．買手側として準備すべきこと
Ⅳ．納付税額の計算方法
Ⅴ．免税事業者
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Ⅰ．インボイス制度(適格請求書保存方式)とは
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Ⅰ．インボイス制度(適格請求書保存方式)とは

免税事業者は適格請求書発⾏事業者に登録できない。

仕入税額控除のためにインボイスが必要
インボイスは適格請求書発⾏事業者に登録した事業者
しか発⾏できない。

免税事業者からの仕入れは仕入税額控除ができない。

適格請求書発⾏事業者に登録していない事業者からの
仕入れは仕入税額控除ができない。
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令和５年10月１日から導入され、導入後は、売手・買手
双方に新たな義務が課されます。

売手側・・・買手から求められたときはインボイスを
交付しなければならない

買手側・・・原則としてインボイス等の保存が仕入税額
控除の要件

Ⅰ．インボイス制度(適格請求書保存方式)とは
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Ⅰ．インボイス制度(適格請求書保存方式)とは

※※※※※※※※

※※※※※※※
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令和５年10⽉１⽇のインボイス制度開始と同時にインボイ
スを発⾏するためには、令和５年３⽉31日までに申請しな
ければなりません。

［１］登録申請

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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申請期限①︓令和5年3月31日
申請期限②︓特定期間の課税売上⾼等により登録申請書を

提出…令和5年6月30日
困難な場合の申請期限︓令和5年9月30日

①②までに申請書を提出することに困難な事情がある
場合には、その困難な事情を記載した申請書を提出

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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《テキスト P６》

登録申請⽅法の流れ

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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登録の変更、取り消し

新規設⽴法⼈の登録申請
設⽴課税期間の末⽇までに届出書・申請書を提出

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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何をインボイスとするかを決める

① 納品書をインボイスとする
② 請求書をインボイスとする
③ 納品書と請求書を合わせてインボイスとする
④ レシートをインボイスとする
⑤ その他の書類をインボイスとする

［２］インボイスの発⾏

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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① 明細⾏は税込みか、税抜か
② 税率ごとの合計⾏は税込か、税抜か
③ 税率ごとの消費税額の端数計算は切り捨てか、

切り上げか、四捨五⼊か

Ⅱ．売手側として準備すべきこと

インボイスの消費税の計算方法を決める
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Ⅱ．売手側として準備すべきこと

インボイスの記載事項

※※※※※※※※
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Ⅱ．売手側として準備すべきこと

簡易インボイスについて
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消費税の端数処理は１つのインボイスにつき税率ごとに1回です。

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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納品書をインボイスとする場合

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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請求書をインボイスとする場合

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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Ⅱ．売手側として準備すべきこと

納品書と請求書を合わせてインボイスとする場合
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賃貸契約書に添付 御中

令和5年10月以降のご案内

賃貸契約書と併せて本書の保管をお願いいたします。

適格請求書発行事業者登録番号：
支払対価の額（月） ： 円
消費税率 ： 10％
消費税額（月） ： 円

令和 年 月 日

住 所
氏 名 ㊞

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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明細行が税込みの場合の事例
総額表示の義務のある「一般消費者」相手の取引においては
このような表記もあり得ます。

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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明細行が税抜きの場合の事例
総額表示の義務のない「事業者」相手の取引においては
こちらが主流になると考えられます。

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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適格返還請求書の交付

売上に係る対価の返還
（返品・値引・割戻・売上割引・販売奨励⾦・
事業分量配当⾦）

① 適格請求書発⾏事業者の⽒名または名称および登録番号
② 売上に係る対価の返還等を⾏う取引年⽉⽇
③ ②の売上年⽉⽇
④ 取引の内容（軽減税率の対象品⽬である旨）
⑤ 税率ごとに区分して合計した対価の額(税抜または税込）および
適⽤税率

⑥ ⑤に対する消費税額等または適⽤税率(両方の記載も可）

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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委託販売
Ａ

委託者
Ｂ

受託者
Ｃ

購入者
販売委託 販売

適格請求書

適格請求書
発⾏事業者

適格請求書
発⾏事業者

適格請求書
(写)

受託者Ｂの
名称及び登録番号

受託者Ｂの
名称及び登録番号
ＡＢ両者で保存

免税事業者適格請求書
発⾏事業者

委託者Ａの
名称及び登録番号委託者Ａの

名称及び登録番号

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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発⾏⽅法
➡ 書面に代えて、電磁的記録（電子インボイス）を提供

することができる

Ⅱ．売手側として準備すべきこと
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［１］仕入税額控除
要件 ➡ インボイスと

法定事項が記載された帳簿の保存も必要

Ⅲ．買手側として準備すべきこと
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会計ソフトへの⼊⼒
「１０％」「軽減税率８％」「適格請求書発⾏事
業者でない事業者からの仕⼊」を分けて⼊⼒

インボイスの内容に誤りがある場合
修正したインボイスの交付を求める必要あり

取引先が適格請求書発⾏事業者であるかどうかの確認

Ⅲ．買手側として準備すべきこと

免税事業者の意向確認
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《テキスト P５》

経費精算での留意点
➡インボイスの発⾏についての確認

Ⅲ．買手側として準備すべきこと
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⽴替⾦の清算

Ⅲ．買手側として準備すべきこと
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口座振替等による支払い
契約書にインボイスとして必要な記載事項の
一部を記載
実際に取引を⾏った事実を客観的に⽰す書類

例︓家賃の場合・・・契約書
追加資料
通帳

Ⅲ．買手側として準備すべきこと
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インボイスの保存義務が免除されるもの

Ⅲ．買手側として準備すべきこと
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[2]免税事業者等からの課税仕入れに係る経過措置

Ⅲ．買手側として準備すべきこと
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免税事業者等からの仕入の取扱い

免税事業者から受け
取った請求書を⾒て
みましょう

Ⅲ．買手側として準備すべきこと
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①大手食品は、適格請求書発⾏事業者ではないため、令和5年10⽉から令和8年
9月までの3年間は消費税等相当額の80%、令和8年10⽉から令和11年9月ま
での3年間は50%を、仕入税額とみなして控除できます。以下の計算で控除可
能な消費税額が計算できます。

8,800 × 10 / 110 × 80%＝ 640
57,240 × 8 / 108 × 80%＝3,392

ここでわかるように、請求書等に記載された消費税額と仕訳の消費税額が異なる
ことになります。このようなケースは従来なかったものなので、特に注意が必
要です。
②帳簿上に、経過措置の適用を受ける課税仕入れである旨の記載が必要です。

Ⅲ．買手側として準備すべきこと
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簡易課税制度とは

「３」簡易課税を選択している場合
インボイスなど請求書等の保存は仕入税額控除の
要件から除外

みなし仕⼊れ率とは
課税仕入等の消費税額＝課税売上高×みなし仕⼊率

Ⅲ．買手側として準備すべきこと
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Ⅳ．納付税額の計算方法
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Ⅳ．納付税額の計算方法

［前提］一回当たりの販売価格 500円の商品を45万回販売
(消費税額45円(500円×10/110=45.4545…円(1円未満の
端数切捨て)→45円)

税込売上高
販売価格500円(税込)×450,000回＝225,000,000円

(1)積上げ計算の場合の消費税額
45円×450,000個＝20,250,000円
（インボイスに記載された消費税額45円を450,000回積上げた⾦額)

(2)割戻し計算の場合の消費税額
225,000,000円(税込売上高)×100/110＝204,545,454.545…
→204,545,000千円(未満切り捨て)
204,545,000円×10％＝20,454,500円

差額…204,500円
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Ⅳ．納付税額の計算方法

［前提］一回当たりの販売価格 5,000円の商品を6,000回販売
(消費税額454円(5,000円×10/110=454.545…円(1円
未満の端数切捨て)→454円)

税込売上高
販売価格5,000円(税込)×6,000回＝30,000,000円

(1)積上げ計算の場合の消費税額
454円×6,000個＝2,724,000円
（インボイスに記載された消費税額454円を6,000回積上げた⾦額)

(2)割戻し計算の場合の消費税額
30,00,000円(税込売上高)×100/110＝27,272,727.272…
→27,272,000千円(未満切り捨て)
27,272,000円×10％＝2,727,200円

差額…3,200円
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免税事業者の場合

課税事業者の選択の検討
（簡易課税制度についての検討）

Ⅴ．免税事業者



43©TKC全国会 2021

免税事業者の登録における経過措置

※※

Ⅴ．免税事業者
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免税事業者が適格請求書発⾏事業者となった場合
〇令和5年10月1⽇から令和8年9月30日まで

納付税額＝課税標準額の消費税額×2割
※確定申告書に付記

R5.10.1 R6.4.1 R7.3.31R5.4.1R4.4.1

免税事業者 課税事業者
2割特例

免税事業者 課税事業者
簡易課税制度

簡易課税制度選
択届出書提出

Ⅴ．免税事業者 【税制改正】
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ご清聴、ありがとうございました！
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税理士法人 あすなろパートナーズ

講師：植木 法子

電子帳簿保存法
（電子取引）
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Ⅰ．電子帳簿保存法
１．電子帳簿保存法とは

Ⅱ．電子取引
１．電子取引とは
２．電子取引データの保存場所
３．電子取引データの保存期間
４．保存に用いる記憶媒体
５．保存方法
６．システムを使わずに対応する場合



１．電子帳簿保存法とは

Ⅰ 電子帳簿保存法

電子データによる保存は、大きく３つに区分されています
・「電子帳簿・電子書類保存」
・「スキャナ保存」
・「電子取引」

原則紙での保存が義務づけられている帳簿書類を電
子データで保存をするための要件や、電子データで
やりとりした取引情報の保存義務などを定めた法律

※電⼦での保存に対応しないと⻘⾊申告の承認取消しの
可能性も
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Ⅰ．電子帳簿保存法
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Ⅱ．電子取引

１．｢電子取引」とは

ショッピングサイトでの購入も「電子取引」に該当
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１．電子取引データの保存場所

２．電子取引データの保存期間

３．保存に用いる記憶媒体

電⼦取引ダータの受け渡しが紙の書⾯で⾏われた場合
に保存するところ

法人…7年（⽋損⾦の繰越控除をする法⼈は10年）
個人…5年（消費税課税事業者は7年）

パソコン・サーバー・ＵＳＢメモリー・
クラウドサービス

Ⅱ．電子取引
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Ⅱ．電子取引

４．電子取引データの保存要件
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法人の例）

電子取引データの訂正及び削除の防止に関する事務処理規程

第１章 総則

（目的）

第１条 この規程は、電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法の特例に関する法律第７条に定められた電子取引の取
引情報に係る電磁的記録の保存義務を履行するため、○○において行った電子取引の取引情報に係る電磁的記録を適正に保存するため
に必要な事項を定め、これに基づき保存することを目的とする。

（適用範囲）
第２条 この規程は、○○の全ての役員及び従業員（契約社員、パートタイマー及び派遣社員を含む。以下同じ。）に対して適用する。

（管理責任者）
第３条 この規程の管理責任者は、●●とする。

第２章 電子取引データの取扱い

（電子取引の範囲）
第４条 当社における電子取引の範囲は以下に掲げる取引とする。
一 ＥＤＩ取引
二 電子メールを利用した請求書等の授受
三 ■■（クラウドサービス）を利用した請求書等の授受
四 ・・・・・・
記載に当たってはその範囲を具体的に記載してください

（取引データの保存）

第５条 取引先から受領した取引関係情報及び取引相手に提供した取引関係情報のうち、第６条に定めるデータについては、保存サーバ
内に△△年間保存する。
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５．保存方法
〇＜おすすめ＞ 専⽤ソフトウエアを利⽤する

〇一定のルールを定め、任意のフォルダに保存する

法的要件を満たしたソフトウエアを利⽤

公益法人日本文書情報マネジメント協会（ＪＩＩＭＡ）
の「電子取引ソフト法的要件認証」にて判断できます。

Ⅱ．電子取引
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①請求書データ（PDF）のファイル名に、規則性を持って内容を表
示して保存する方法

Ⅱ．電子取引

５．システムを使わずに対応する場合

※※※※
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②受領した請求書等データのファイル名に連番を付して、
内容については索引簿で管理する⽅法

Ⅱ．電子取引
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Ⅱ．電子取引 【税制改正】

保存義務者が国税庁等の当該職員の質問検査権に基づく
電磁的記録のダウンロードの求めに応じることができる
ようにしている場合 検索要件のすべてを不⽤

①判定機関における売上高が5000万円以下
②電磁的記録の出⼒書⾯（整然とした形式及び明瞭な状
態で出⼒され、取引年⽉⽇その他の⽇付及び取引先ごと
に整理されたものに限る。）の提示又は提出の求めに応
じることができるようにしている保存義務者

電磁的記録の保存を⾏う者等に関する情報の確認要件を
廃止
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Ⅱ．電子取引 【税制改正】

電子取引の電子保存義務の猶予措置

① 保存要件に従って保存をすることができない相当の理
由がある場合

② 所轄税務署⻑が相当の理由があると認めた場合
③ 税務調査の際にダウンロードの求めに応じられる場合
④ 税務調査の際に整然とした形式及び明瞭な状態で出⼒
された書面の提示または提出の求めに応じられる場合
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ＴＫＣシステムの活⽤による経理業務の合理化

Ⅲ．その他
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ご清聴、ありがとうございました！


